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平成２５年度当初予算（案）の概要 
 
Ⅰ 平成２５年度予算編成の基本的な考え方 

 

 本市の財政環境は、景気の低迷、脆弱な経済基盤による地域経済の長期停滞などの影響

や少子高齢化の進展による人口の減少により、歳入においては、行政運営の根幹となる市

税収入の伸びが見込めない反面、歳出においても、生活保護費及び障害者福祉費をはじめ

とする社会保障費や公債費などの義務的経費の増加が見込まれております。 

 また、社会情勢や環境の変化に対する課題として、東日本大震災を教訓とした各種防災

対策、安全・安心対策と市民の絆を育むまちづくりをはじめとした各施策など、大規模プ

ロジェクトへの取り組みなども予定されていることから、これらの新たな行政需要に対応

しつつ、安定的な財政運営を継続するためには、中・長期的な視点に立った財政安定化の

ための取り組みに加え、単なる歳出抑制にとどまらない効果・効率的な経営資源の配分と

事務事業の見直しが必要になっております。 

 

 このような状況を踏まえ、予算編成にあたっては、昨年度から導入している「行政評価

から予算編成までを一体的に実施するための新たな行政運営」の仕組みに則り、施策優先

度評価及び事業点検に基づく事業の選択と集中を行うにあたり、編成方針を定める前段階

において、財政運営上懸案となっている大規模事業等の実施（案）を「中期財政見通し（平

成２４年８月試算）」で示し、これについての市議会定例会での議論を踏まえ、実施判断を

「中期財政計画（平成２４年１０月修正計画）」に反映し、これに基づき、経営資源配分枠

の設定によるマイナスシーリングなどを方針に掲げ、「青森市新総合計画－元気都市あおも

り 市民ビジョン－前期基本計画」の着実な推進と持続可能な財政運営の確保に努めたと

ころであります。 

 

 なお、平成２５年４月に市長選挙が控えており、この市長選挙によって市民の負託を受

けた市長が推し進める施策の実現のため、平成２５年度予算は、政策的経費の一部を計上

しない「骨格予算」として編成しました。 

  

 

 
骨格予算とは 
 地方公共団体の長の選挙時期等の理由により、政策判断が困難な場合に、その政策経費

を計上せずに調製する予算。その事由が解消された後に、政策経費について補正計上する

予算を「肉付け予算」と言います。 
 
※ 現市長が、新たに行おうと考えるもの、あるいは、市長に就任してから取り組んでき

たもののうち、４月から実施しなくても、市民生活に影響を及ぼさないものについて、

全部又は一部の経費について当初予算案に計上していません。 
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Ⅱ 予 算 規 模 

 
一般会計当初予算額は、新市移行後最大規模となる１千２９６億６千４百万円とな

り、平成２４年度と比較して１３５億２千６百万円、伸び率で１１．６％の増となり

ます。（※市債借り換え分を除く、実質的な予算規模比較では、１３５億１千９百万円、

１１．６％の増） 

これは、新ごみ処理施設整備事業、小学校給食センター等整備運営事業などの事業

本格化に伴い、普通建設事業が大幅に増加するとともに、土地開発公社経営健全化に

係る貸付金の返済の影響により事業規模が膨らんでいることが要因です。 

なお、財源調整のための基金繰入金を除く平成２５年度の実質的な一般財源総額は

約７２８億円、０．１％の減、投資的経費に充当する市債発行額は約９５億円となっ

ています。 

 

（参考） 平成２５年度地方財政計画の規模（水準超過経費を除く） 

  ８１兆１，６００億円（前年度比△６００億円、伸び率△０．１％） 

 

 

１．一般会計    129,664 百万円  

※129,657 百万円 公債費平準化のための借換分（H25 のみ）を除いた場合 

                     (Ｈ24 年度当初比 13,519 百万円 11.6％増) 

※125,889 百万円 更に土地開発公社健全化分を除いた場合 

(Ｈ24 年度当初比  9,751 百万円  8.4％増) 

 
 

２．特別会計    86,592 百万円 （Ｈ24 年度当初比 3,687 百万円 4.4％増） 

       ※ 競輪事業特別会計等 11 会計分（一部事務組合・財産区特会は含まず。） 

 

３．企業会計（病院・水道・交通） 26,341 百万円 

       （Ｈ24 年度当初比 △2,000 百万円 7.1％減） 

 

 

 

※グラフは公債費負担の平準化のための市債借り換え分を除いた比較 
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Ⅲ 歳   入 
 

市税については、平成２４年度と比較して３億３千６百万円、１．０％増加してい

ます。 

このうち、平成２４年度の収入状況から市たばこ税が４億６千６百万円の増額、企

業のコスト削減努力や震災復興需要などの影響により法人市民税が２億６千９百万円

の増額が見込まれる一方、固定資産税が路線価格の下落の影響等により３億４千６百

万円の減少が見込まれます。 

地方譲与税・交付金については、平成２５年１１月分の地方消費税交付金が日程の

都合上、通常の平成２６年３月ではなく平成２６年６月に繰り越して交付されること

による影響を受け、全体では３億２千４百万円、７．１％の減少となります。 

地方交付税については、平成２５年度地方財政対策に沿った推計において１１億３

千４百万円、４．０％の減少となります。 

なお、臨時財政対策債を含めた実質的な地方交付税総額は５億４千４百万円、   

１．６％の減少となります。 

市債については、新ごみ処理施設整備事業や浪岡地区の合併特例債事業、小学校給

食センター等整備運営事業の影響により、全体で４９億３千３百万円、４７．３％の

増加となります。（建設地方債は４３億４千３百万円、８４．２％の増） 

繰入金については、財源調整のための基金繰入金が増加しており、特に青森市市債

管理基金繰入金は、青森市土地開発公社への貸付に伴い借り入れていた市債の償還等

の影響で５７億６千７百万円、５７６．７％の増加となり、全体では７３億３千３百

万円、２６２．６％の増加となります。 

 

 

 

１ 市  税       34,615 百万円 

       （Ｈ24 年度当初比 336 百万円  1.0％増） 

 

（単位：百万円・％）

　　　　区　分

税　目 調　定　額 収入率 収　入　額 調　定　額 収入率 収 入 額 対24当初 調　定　額 収　入　額

Ⅰ　現年課税分 34,550 98.0 33,847 34,854 98.1 34,199 101.0 304 352

１　市民税 14,578 98.2 14,311 14,786 98.4 14,543 101.6 208 232

①個人 11,681 97.8 11,425 11,618 98.0 11,388 99.7 △63 △37

②法人 2,897 99.6 2,886 3,168 99.6 3,155 109.3 271 269

２　固定資産税 16,385 97.4 15,964 16,014 97.5 15,618 97.8 △371 △346

①純固定資産税 16,198 97.4 15,777 15,830 97.5 15,434 97.8 △368 △343

②交付金 187 100.0 187 184 100.0 184 98.4 △3 △3

３　軽自動車税 501 97.0 486 511 97.1 496 102.1 10 10

４　市たばこ税 1,915 100.0 1,915 2,381 100.0 2,381 124.3 466 466

５　鉱産税 0 ― 0 0 ― 0 － 0 0

６　特別土地保有税 0 ― 0 0 ― 0 － 0 0

７　入湯税 51 100.0 51 51 100.0 51 100.0 0 0

８　事業所税 1,120 100.0 1,120 1,111 99.9 1,110 99.1 △9 △10

Ⅱ　滞納繰越分 3,264 13.2 432 3,187 13.1 416 96.3 △77 △16

　　　合　　　　　　計 37,814 90.7 34,279 38,041 91.0 34,615 101.0 227 336

平　成　25　年　度平　成　24　年　度 差引額

 

(注１)百万円単位で端数処理をしているため、合計や差引が一致しない場合がある。 

(注２)事業所税については、H25.3 月末で課税要件の喪失が見込まれるが、現段階で未確定のため通年分計上している。 
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【参考 … 入湯税及び事業所税の充当事業について】 

（１）入湯税 

入湯税収入額（H２５当初） 50,689

（単位：千円）

対　象　事　業 事 業 費 入湯税充当額

１　環境衛生施設の整備 9,501,199 47,625

２　鉱泉源の保護管理施設 0 0

３　消防施設等の整備 25,467 220

４　観光施設の整備 25,012 106

５　観光振興(観光施設の整備除く) 178,919 2,738

合　　　計 9,730,597 50,689
 

 

（２）事業所税 

事業所税収入額（H２５当初） 1,109,872

（単位：千円）

対　象　事　業 事 業 費 事業所税充当額

１　事業所税徴税費 221 221

２　地方税法第701条の73に規定する各事業への充当分

（１）道路、都市高速鉄道、駐車場その他の交通施設の整備事業 1,519,152 52,953

（２）公園、緑地、その他の公共空地の整備事業 170,958 4,881
（３）水道、下水道、廃棄物処理施設その他の供給施設又は処理施設の整備事業 9,501,199 719,500

（４）河川その他の水路の整備事業 222,209 4,273

（５）学校、図書館その他の教育文化施設の整備事業 4,749,695 256,400

（６）病院、保育所その他の医療施設又は社会福祉施設の整備事業 1,047,082 26,503

（７）公害防止に関する事業 89,070 23,412

（８）防災に関する事業 54,491 15,500

（９）都市計画法第12条第1項各号に掲げる事業（市街地開発事業） 101,496 3,202

（10）市場、と蓄場または火葬場の整備事業 0 0
（11）一団地の住宅施設（住宅に附帯する通路その他の施設を含む。）の整備事業 170,974 3,027

（12）流通業務団体の整備事業 0 0

合　　　計 17,626,547 1,109,872
 

 

２ 地方譲与税・交付金  4,264 百万円 

       （Ｈ24 年度当初比  △324 百万円  7.1％減） 

 

３ 地方交付税      27,543 百万円 

       （Ｈ24 年度当初比 △1,134 百万円  4.0％減） 

 

４ 国庫支出金      25,801 百万円 

       （Ｈ24 年度当初比  2,833 百万円 12.3％増） 

 

５ 県支出金        5,289 百万円 

      （Ｈ24 年度当初比   144 百万円  2.8％増） 

 

６ 市  債        15,366 百万円 

       （Ｈ24 年度当初比   4,933 百万円  47.3％増） 
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 市債発行見込額 H24－H25 当初予算比較  

 

平 成 24 年 度 平 成 25 年 度

増減率
百万円 百万円 百万円 ％

10,433 15,366 4,933 47.3

5,157 9,500 4,343 84.2

5,276 5,866 590 11.2

う ち 臨 時 財 政 対 策 債 4,876 5,466 590 12.1

う ち 退 職 手 当 債 400 400 0 0.0

※当初予算における市債発行見込額で比較している。
※平成25年度の市債発行見込額は、借換債を除いている（平成24年度は発行なし）。

う ち 投 資 的 経 費 充 当 分 以 外

市 債 発 行 見 込 額
比 較

一 般 会 計

う ち 投 資 的 経 費 充 当 分

 
 

 
 市債発行見込額 H21－H25 当初予算推移  

 

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

13,319 10,882 8,887 10,433 15,366
％ ％ ％ ％ ％

14.5 △ 18.3 △ 18.3 17.4 47.3
※当初予算における市債発行見込額で比較している。
※市債発行見込額は、借換債を除いている。

一般会計
発行見込額

増減率

 

 

【参考】建設地方債発行見込額推移 
 

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

8,967 5,430 3,849 5,157 9,500
％ ％ ％ ％ ％

5.8 △ 39.4 △ 29.1 34.0 84.2

一般会計
発行見込額

増減率  
 
 
７ 基金繰入金 

 

(１) 財政調整積立金繰入金  2,221 百万円（Ｈ24 年度当初比 724 百万円 48.4％増） 

 

(２) 市債管理基金繰入金   6,767 百万円（Ｈ24 年度当初比 5,767 百万円 576.7％増） 

     ※土地開発公社貸付財源措置分除く 3,000 百万円（Ｈ24 年度当初比 2,000 百万円 200.0％増） 

 

(３) 公共施設整備基金繰入金   繰入なし（Ｈ24 年度当初比 △79 百万円   皆減） 

 

 

   財源調整のための繰入金合計 8,988 百万円（Ｈ24 年度当初比 6,491 百万円 359.9％増） 

 ※土地開発公社貸付財源措置分除く5,221百万円（Ｈ24年度当初比2,723百万円 209.0％増） 
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構成比 構成比 増減率
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

1 市 税 34,279 29.5 34,615 26.7 336 1.0

2 地 方 譲 与 税 919 0.8 877 0.7 △ 42 △ 4.6

3 利 子 割 交 付 金 64 0.1 60 0.0 △ 4 △ 6.3

4 配 当 割 交 付 金 15 0.0 19 0.0 4 26.7

5 株式等譲渡所得割交付金 4 0.0 3 0.0 △ 1 △ 25.0

6 地 方 消 費 税 交 付 金 3,182 2.7 2,924 2.3 △ 258 △ 8.1

7 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 23 0.0 24 0.0 1 4.3

8 自 動 車 取 得 税 交 付 金 174 0.1 160 0.1 △ 14 △ 8.0

9
国 有 提 供 施 設 等
所 在 市 助 成 交 付 金

5 0.0 5 0.0 0 0.0

10 地 方 特 例 交 付 金 148 0.1 141 0.1 △ 7 △ 4.7

11 地 方 交 付 税 28,677 24.7 27,543 21.2 △ 1,134 △ 4.0

12 交通安全対策特別交付金 54 0.0 51 0.0 △ 3 △ 5.6

13 分 担 金 及 び 負 担 金 1,621 1.4 1,586 1.2 △ 35 △ 2.2

14 使 用 料 及 び 手 数 料 1,788 1.5 1,837 1.4 49 2.7

15 国 庫 支 出 金 22,968 19.8 25,801 19.9 2,833 12.3

16 県 支 出 金 5,145 4.4 5,289 4.1 144 2.8

17 財 産 収 入 418 0.4 220 0.2 △ 198 △ 47.4

18 寄 附 金 0 0.0 0 0.0 0 0.0

19 繰 入 金 2,792 2.4 10,125 7.8 7,333 262.6

20 繰 越 金 0 0.0 0 0.0 0 0.0

21 諸 収 入 3,429 3.0 3,011 2.3 △ 418 △ 12.2

22 市 債 10,433 9.0 15,366 11.9 4,933 47.3

116,138 100.0 129,657 100.0 13,519 11.6歳 入 合 計

※「22 市債」の平成25年度の当初予算額は、公債費平準化に伴う市債借換分（7百万円）を除いた額である。

款
平 成 24 年 度 平 成 25 年 度 比 較

 歳入の一般会計当初予算比較  
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＜歳入の主な増減額＞   単位：百万円 

 

 

【地方交付税】 

○ 普通交付税               △５０４（H24：２６，９７７→H25：２６，４７３） 

○ 特別交付税               △６３０（H24：１，７００→H25：１，０７０） 

 

【国庫支出金】 

○ 生活保護費負担金             ２３７（H24：１０，７６０→H25：１０，９９７） 

○ 障害者介護給付費負担金          ３２４（H24：１，１２３→H25：１，４４７） 

○ 廃棄物処理施設整備費補助金      ２，７６５（H24：１８７→H25：２，９５２） 

○ 四戸橋１号線道路整備事業         １１１（H24：９→H25：１２０） 

○ 石江土地区画整理事業          △１１０（H24：１１０→H25：０） 

○ 地域住宅交付金             △２０１（H24：２７３→H25：７２） 

 

【県支出金】 

○ 介護基盤緊急整備事業補助金            １７９（H24：０→H25：１７９） 

○ 子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進臨時特例交付金 △１０１（H24：１０１→H25：０） 

○ ふるさと雇用再生特別基金事業・緊急雇用創出事業 △２３０（H24：５５４→H25：３２４） 

 

【財産収入】 

○ 出資金払戻収入（青森県住宅供給公社分） △２０８（H24：２０８→H25：０） 

 

【繰入金】 

○ 宅地造成事業特別会計繰入金        ４１４（H24：０→H25：４１４） 

○ 財政調整積立金繰入金           ７２４（H24：１，４９７→H25：２，２２１） 

○ 市債管理基金繰入金          ５，７６７（H24：１，０００→H25：６，７６７） 

○ 地域振興基金繰入金            ５９９（H24：０→H25：５９９） 

 

【諸収入】 

○ 病院事業会計貸付金元利収入        １００（H24：０→H25：１００） 

○ 保証協会保証付融資貸付金元利収入    △７１６（H24：１，１６６→H25：４５０） 

○ 談合損害賠償金              １６０（H24：０→H25：１６０） 

○ 原子燃料サイクル推進特別対策事業助成金  １４０（H24：０→H25：１４０） 

 

【市債】 

○ 浪岡庁舎周辺整備事業（合併特例債）    ３３７（H24：１４４→H25：４８１） 

○ 社会福祉施設整備事業           １４２（H24：１６３→H25：３０５） 

○ 保養センター改修事業（合併特例債）    １０２（H24：９→H25：１１１） 

○ 廃棄物処理施設整備事業        ３，１９３（H24：６５９→H25：３，８５２） 

○ 市営住宅建設事業            △１９２（H24：２６６→H25：７４） 

○ 道路整備事業              △１８２（H24：２７２→H25：９０） 

○ 浪岡消防署建設事業（合併特例債）     ２８０（H24：３２→H25：３１２） 

○ 中学校整備事業             △７１８（H24：９１０→H25：１９２） 

○ 市民室内プール改修事業         △１７０（H24：１７０→H25：０） 

○ 浪岡中央公民館整備事業（合併特例債）   ３３３（H24：５４→H25：３８７） 

○ 学校給食施設整備事業         １，６４０（H24：０→H25：１，６４０） 

○ 臨時財政対策債              ５９０（H24：４，８７６→H25：５，４６６） 
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Ⅳ 歳   出  
 

【性質別歳出】 
 

＜義務的経費＞ 

性質別歳出の主な内容として、義務的経費は前年度と比較して、５１億２千５百万

円、７．７％増加します。 

その主な要因は、公債費の４２億６千１百万円、２５．３％の増加によるものであ

り、これは、青森市土地開発公社への貸付金の返済により、貸付金の財源となった約

３７億６千７百万円の市債を一括償還することが大きな要因となっています。 

この公社への貸付金については、「青森市土地開発公社の経営健全化に関する計画」

に基づき、平成２２年３月、市が公社に対し、経営の健全化を目的として、市債を財

源として貸付を行ったもので、平成２４年度末に市へ全額返済されることから、市は、

この返済金をもって、財源とした市債を一括償還することにしています。 
また、扶助費は、障害者自立支援法に関連する給付費の伸びや生活保護費をはじめ

とする社会保障費が増加しており、９億５千１百万円、２．６％増加します。 

一方、人件費については、平成２４年度の国家公務員の退職手当支給水準引下げに

準じ、調整率を引下げたことによる退職手当の減などにより、８千７百万円、０．６％

減少します。 

 

＜投資的経費＞ 

普通建設事業費については、新ごみ処理施設整備事業の本格化や小学校給食センタ

ーのＰＦＩ方式による取得、浪岡庁舎周辺整備事業をはじめとする浪岡地区の合併特

例債事業の事業進捗による増、さらに、母子生活支援施設の建設や三内清掃工場の解

体工事などの増額要因もあり、７３億８千万円、７１．６％増と大幅に増加します。 

また、国の経済対策に基づく平成２４年度補正予算に呼応し、実施することとし

て３月補正予算に計上した約１１億円を１５ヶ月予算として捉え合算すると、普通

建設事業費は約１８８億円となり、８５億７百万円、８２．５％の増となります。 

 

＜その他の経費＞ 

その他の経費としては、物件費が１億５千９百万円、１．２％増加しているほかに、

次期情報システム開発事業で９億３千５百万円増加することが主な要因となってい

ます。 

また、貸付金が８億４百万円、５９．７％減少していますが、これは、市の中小企

業向け融資制度の一部を見直し、青森県の同様の融資制度へ協調して支援を行うこと

により活用を促すための金融機関への預託金が７億１千６百万円減となることが主

な要因となっています。 

繰出金は１３億８千３百万円増加していますが、国民健康保険事業特別会計に、療

養給付費等負担金ペナルティ分に加えて、臨時的に保険税額激変緩和分を追加繰出し

たことにより、１１億５千１百万円増加することが大きく影響しています。 
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◆一般会計当初予算 【単位：百万円】

区分 H20 H21 H22 H23 H24 H25

補助事業 8,300 7,953 3,944 3,704 6,280 11,077

単独事業 3,408 6,653 4,968 2,832 3,190 5,859

国直轄事業負担金 220 200 180 173 120 125

県営事業負担金 1,041 1,059 761 810 717 626

その他 0 0 0 0 0 0

合計 12,969 15,865 9,853 7,519 10,307 17,687

（1）義務的経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）普通建設事業費 

18,81417,687

10,307

7,519

9,853

15,865

12,969

0

5,000

10,000

15,000

20,000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H25※

（百万円）

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

義務的経費（人件費、扶助費、公債費）の推移

15,587 15,842 15,286 14,627 13,808 13,721

29,207 29,001
34,360 36,882 36,259 37,210

15,192 15,907
15,923

16,369 16,817
21,078

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

H20 H21 H22 H23 H24 H25

公債費

扶助費

人件費

（百万円）

59,986 60,750
65,569

72,009
67,878 66,884

H24 補正 

分を含む 
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（3）主な大規模継続事業について（継続費・債務負担行為設定事業） 

 

①新ごみ処理施設整備事業       Ｈ25 年度事業費：7,370 百万円 

                    全体事業費：15,931 百万円 

                    事業期間：Ｈ17～Ｈ26 年度 

 

②小学校給食センター等整備運営事業  Ｈ25 年度事業費：2,468 百万円 

                    全体事業費：2,726 百万円（運営費を除く） 

                    事業期間：Ｈ21～Ｈ25 年度（単独校改修除く） 

                      ※運営期間：Ｈ26～Ｈ40 年度 

 

 ③次期情報システム開発・修正事業   Ｈ25 年度事業費：1,036 百万円 

                    全体事業費：3,087 百万円 

                    事業期間：Ｈ24～Ｈ26 年度 

       

 

 性質別歳出の一般会計当初予算比較  

 

扶助費 37,210

物件費 13,301

物件費 13,460

普通建設事業費

10,307

普通建設事業費

17,687

その他 12,565

人件費 13,808 人件費 13,721

扶助費 36,259

公債費 21,078
公債費 16,817

補助費等 13,393

補助費等 13,394

貸付金
 543貸付金

1,347

その他 10,905

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

平成24年度 平成25年度

※平成25年度当初予算額は、公債費平準化のための市債借換え分　（H25：7
百万円）を除いた額である。

義

務

的

経

費

（単位：百万円）
129,657

116,138
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＜性質別歳出の主な増減額＞   単位：百万円 

 
 

 

【人件費】△８７（H24：１３，８０８→H25：１３，７２１） 

○ 一般職給料                △３４（H24：５，６１４→H25：５，５８０） 

○ 一般職退職手当              △２９（H24：１，７６６→H25：１，７３７） 

○ 一般職その他手当             △５２（H24：２，９８９→H25：２，９３７） 

○ 選挙従事者等報酬など            ６１（H24：３３１→H25：３９２） 

○ 再任用職員人件費              ４７（H24：４６５→H25：５１２） 

 

【扶助費】９５１（H24：３６，２５９→H25：３７，２１０） 

○ 障害者自立支援法関連事業 

・ 居宅サービス事業             １２２（H24：３４５→H25：４６７） 

・ 療養介護事業               １３９（H24：６０→H25：１９９） 

・ 生活介護事業               ３３４（H24：１，３１６→H25：１，６５０） 

・ 就労移行支援・就労継続支援事業      １３６（H24：７６１→H25：８９７） 

○ 障害児通所支援事業              ３４（H24：２３４→H25：２６８） 

○ 生活保護費                 ３１６（H24：１４，３６７→H25：１４，６８３） 

 

【普通建設事業費】７，３８０（H24：１０，３０７→H25：１７，６８７） 

○ 三内清掃工場解体事業            ３３３（H24：０→H25：３３３） 

○ 清掃施設建設事業            ６，３６８（H24：１，００２→H25：７，３７０） 

○ 老人福祉施設整備費補助金交付事務      ２００（H24：７０→H25：２７０） 

○ 母子生活支援施設整備事業          ２６７（H24：１４５→H25：４１２） 

○ 県営川倉地区水利施設整備事業         １３（H24：０→H25：１３） 

○ ナマコ増殖場造成事業            △３５（H24：３７→H25：2） 

○ 浪岡湿生花園外公園整備事業         △２８（H24：１７９→H25：１５１） 

○ 佐野沖萢線道路整備事業          △１２２（H24：５９３→H25：４７１） 

○ 四戸橋 1号線道路整備事業          ２１２（H24：１６→H25：２２８） 

○ 除排雪業者貸与除雪機整備事業         ２３（H24：０→H25：２３） 

○ 中新町ウエスト地区優良建築物等整備事業  △１８０（H24：１８０→H25：０） 

○ 古川一丁目 12 番地区優良建築物等整備事業   １５７（H24：０→H25：１５７） 

○ 浪岡庁舎周辺整備事業            ３５４（H24：１５２→H25：５０６） 

○ 学校校舎等改築事業          △１，１４４（H24：２，８７０→H25：１，７２６） 

○ スクールバス整備事業             ８３（H24：０→H25：８３） 

○ 小学校給食センター等整備運営事業    ２，４６２（H24：6→H25：２，４６８） 

○ 浪岡中央公民館整備事業           ３５１（H24：５７→H25：４０８） 

 

【貸付金】△８０４（H24：１，３４７→H25：５４３） 

○ 青森県信用保証協会保証付融資       △７１６（H24：１，０１６→H25：３００） 

 

【その他】６，６２２（H24：５４，４１７→H25：６１，０３９） 

○ 長期債元金償還金            ４，４９２（H24：１３，８６９→H25：１８，３６１） 

○ 次期情報システム開発・修正事業       ９３５（H24：１０１→H25：１，０３６） 

○ ふるさと雇用再生特別基金事業・緊急雇用創出事業    △２３０（H24：５５４→H25：３２４） 

○ ホタテガイ生産力強化緊急対策事業       ７５（H24：０→H25：７５） 

○ 除排雪対策事業               ２６６（H24：１，９７３→H25：２，２３９） 

○ 経営安定・雇用確保支援事業        △３３６（H24：８６０→H25：５２４） 

○ 石江地区一般保留地処分あっせん事業      ２２（H24：０→H25：２２） 

○ 石江地区一般保留地購入費助成事業      ２９９（H24：０→H25：２９９） 

○ 青森地域広域消防事務組合負担金       ２１５（H24：３，５３５→H25：３，７５０） 

○ 国民健康保険事業特別会計繰出金     １，１５１（H24：２，０１３→H25：３，１６４） 

○ 下水道事業特別会計繰出金          １７４（H24：１，４９１→H25：１，６６５） 

○ 談合返還金                  ４６（H24：０→H25：４６） 
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【目的別歳出】 
 

目的別歳出の主な内容として、議会費は、職員人件費の減などにより、前年度より３

千１百万円、３．７％減少します。 

総務費は、次期情報システム開発・修正事業の増などにより６億７千万円、７．４％

の増、民生費は、障害者自立支援法関連事業費の伸びや国民保険事業特別会計繰出金の

増などにより、２６億９千１百万円、５．７％増加します。 

衛生費は、新ごみ処理施設整備事業の本格化などにより、６５億９千万円、７８．６％

増加します。 

労働費は、ふるさと雇用再生特別基金事業・緊急雇用創出事業の事業規模縮小など

により３億２千１百万円、４５．０％減少します。 

農林水産業費は、農業集落排水事業特別会計繰出金の減などにより、２千５百万円、

１．５％減少し、商工費は、青森県信用保証協会保証付融資制度の見直しなどにより、

１２億６千５百万円、３０．８％減少します。 

土木費は、幸畑第二団地建替事業の終了などにより、６億７百万円、６．０％減少

します。 

教育費は、学校校舎等改築事業を進める一方で、小学校給食センター等整備運営事

業の本格化などの影響により、１４億２百万円、１１.２％増加します。 

なお、公債費は、土地開発公社に対する貸付分にかかる市債の一括償還の影響によ

り、４２億６千１百万円、２５．３％増加します。 

 

 

 目的別歳出の一般会計当初予算比較  

 

構成比 構成比 増減率
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

1 議 会 費 844 0.7 813 0.6 △ 31 △ 3.7

2 総 務 費 9,043 7.8 9,713 7.5 670 7.4

3 民 生 費 47,287 40.7 49,978 38.5 2,691 5.7

4 衛 生 費 8,389 7.2 14,979 11.6 6,590 78.6

5 労 働 費 713 0.6 392 0.3 △ 321 △ 45.0

6 農 林 水 産 業 費 1,695 1.5 1,670 1.3 △ 25 △ 1.5

7 商 工 費 4,105 3.5 2,840 2.2 △ 1,265 △ 30.8

8 土 木 費 10,133 8.7 9,526 7.3 △ 607 △ 6.0

9 消 防 費 3,737 3.2 3,963 3.1 226 6.0

10 教 育 費 12,478 10.7 13,880 10.7 1,402 11.2

11 災 害 復 旧 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0

12 公 債 費 16,817 14.5 21,078 16.3 4,261 25.3

13 諸 支 出 金 797 0.7 725 0.6 △ 72 △ 9.0

14 予 備 費 100 0.1 100 0.1 0 0.0

116,138 100.0 129,657 100.0 13,519 11.6歳 出 合 計

※「12 公債費」の平成25年度の当初予算額は、公債費平準化に伴う市債借換分（7百万円）を除いた額である。

款
平 成 24 年 度 平 成 25 年 度 比 較
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＜目的別歳出の主な増減額＞  単位：百万円 
 

 

【総務費】 

○ 次期情報システム開発・修正事業       ９３５（H24：１０１→H25：１，０３６） 

○ 情報システム運用管理事務         △２６８（H24：１，１３３→H25：８６５） 

○ 住民基本台帳システム改修事業       △１２５（H24：１２９→H25：４） 

○ 戸籍情報システム整備事業         △１０３（H24：１０３→H25：０） 

○ 浪岡庁舎周辺整備事業            ３５４（H24：１５２→H25：５０６） 

 

【民生費】 

○ 老人福祉施設整備費補助金交付事務      ２００（H24：７０→H25：２７０） 

○ 障害者自立支援法関連事業 

・ 居宅サービス事業             １２２（H24：３４５→H25：４６７） 

・ 療養介護事業               １４０（H24：６０→H25：２００） 

・ 生活介護事業               ３３４（H24：１，３１６→H25：１，６５０） 

・ 就労移行支援・就労継続支援事業      １３６（H24：７６１→H25：８９７） 

・ 新体系定着支援事業           △１０７（H24：１０７→H25：０） 

○ 母子生活支援施設整備事業          ２６７（H24：１４５→H25：４１２） 

○ 国民健康保険事業特別会計繰出金     １，１５１（H24：２，０１３→H25：３，１６４） 

○ 保養センター改修事業            １０５（H24：１２→H25：１１７） 

 

【衛生費】 

○ 三内清掃工場解体事業            ３３３（H24：０→H25：３３３） 

○ 清掃施設建設事業            ６，３６８（H24：１，００２→H25：７，３７０） 

○ し尿処理事業負担金            △１３７（H24：７３７→H25：６００） 

 

【労働費】 

○ ふるさと雇用再生特別基金事業・緊急雇用創出事業 △２３０（H24：５５４→H25：３２４） 

 

【商工費】 

○ 青森県信用保証協会保証付融資       △７９０（H24：１，１５６→H25：３６６） 

○ 経営安定・雇用確保支援事業        △３３６（H24：８６０→H25：５２４） 

○ 中新町ウエスト地区優良建築物等整備事業  △１８０（H24：１８０→H25：０） 

○ 古川一丁目 12 番地区優良建築物等整備事業   １５７（H24：０→H25：１５７） 

 

【土木費】 

○ 下水道事業特別会計繰出金          １７４（H24：１，４９１→H25：１，６６５） 

○ （仮称）筒井駅整備事業          △２０２（H24：２０３→H25：１） 

○ 四戸橋１号線道路整備事業          ２１２（H24：１６→H25：２２８） 

○ 除排雪対策事業               ２６６（H24：１，９７３→H25：２，２３９） 

○ 幸畑第二団地建替事業           △５０９（H24：５０９→H25：０） 

○ 石江土地区画整理事業費          △２１７（H24：３１８→H25：１０１） 

○ 石江地区一般保留地処分あっせん事業      ２２（H24：０→H25：２２） 

○ 石江地区一般保留地購入費助成事業      ２９９（H24：０→H25：２９９） 

 

【教育費】 

○ 学校校舎等改築事業          △１，１４４（H24：２，８７０→H25：１，７２６） 

○ 市民プール改修事業            △２２８（H24：２２８→H25：０） 

○ 小学校給食センター等整備運営事業    ２，４６２（H24：６→H25：２，４６８） 

○ 浪岡中央公民館整備事業           ３５１（H24：５７→H25：４０８） 

 

【公債費】 

○ 長期債元金償還費           ４，４９２（H24：１３，８６９→H25：１８，３６１） 

○ 長期債利子償還費            △２２４（H24：２，８７８→H25：２，６５４） 
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Ⅴ 参 考 資 料  

 
【歳入歳出の構成比】 （単位：百万円）

歳入

歳出（目的別） 歳出（性質別）

国・県支出金
31,090
24.0%

その他依存財源
4,264
3.3%

その他自主財源
13,768
10.6%

諸収入
3,011
2.3%

市債
15,366
11.9%

地方交付税
27,543
21.2%

市税
34,615
26.7%

公債費
21,078

16%

農林水産業費
1,670
1%

消防費
3,963

3%

教育費
13,880
10.7%

災害復旧費
0

0.0%

諸支出金
725
0.6%

予備費 100 0.1%
議会費

813
0.6%

民生費
49,978

39%

労働費
392
0%

総務費
9,713

7%

土木費
9,526
7.3%商工費

2,840
2%

衛生費
14,979
11.6%

歳出
（目的別）

129,657百万円

普通建設事業費
17,687
13.6%

補助費等
13,393
10.3%

その他
13,108
10.1%

公債費
21,078
16.3%

災害復旧費
0

0.0%
人件費
13,721
10.6%

扶助費
37,210
28.7%

物件費
13,460
10.4% 投資的

13.6%

義務的
55.6%

その他
30.8%

依存
財源
60.4%

自主
財源
39.6%
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 歳入歳出予算款別総括表  
 

 

構成比 一般財源 構成比 一般財源 増減率 一般財源
百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 百万円

1 市 税 34,279 29.5 34,279 34,615 26.7 34,615 336 1.0 336

2 地 方 譲 与 税 919 0.8 919 877 0.7 877 △ 42 △ 4.6 △ 42

3 利 子 割 交 付 金 64 0.1 64 60 0.0 60 △ 4 △ 6.3 △ 4

4 配 当 割 交 付 金 15 0.0 15 19 0.0 19 4 26.7 4

5 株式等譲渡所得割交付金 4 0.0 4 3 0.0 3 △ 1 △ 25.0 △ 1

6 地 方 消 費 税 交 付 金 3,182 2.7 3,182 2,924 2.3 2,924 △ 258 △ 8.1 △ 258

7 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 23 0.0 23 24 0.0 24 1 4.3 1

8 自 動 車 取 得 税 交 付 金 174 0.1 174 160 0.1 160 △ 14 △ 8.0 △ 14

9
国 有 提 供 施 設 等
所 在 市 助 成 交 付 金

5 0.0 5 5 0.0 5 0 0.0 0

10 地 方 特 例 交 付 金 148 0.1 148 141 0.1 141 △ 7 △ 4.7 △ 7

11 地 方 交 付 税 28,677 24.7 28,677 27,543 21.2 27,543 △ 1,134 △ 4.0 △ 1,134

12 交通安全対策特別交付金 54 0.0 54 51 0.0 51 △ 3 △ 5.6 △ 3

13 分 担 金 及 び 負 担 金 1,621 1.4 38 1,586 1.2 0 △ 35 △ 2.2 △ 38

14 使 用 料 及 び 手 数 料 1,788 1.5 0 1,837 1.4 0 49 2.7 0

15 国 庫 支 出 金 22,968 19.8 0 25,801 19.9 0 2,833 12.3 0

16 県 支 出 金 5,145 4.4 5 5,289 4.1 5 144 2.8 0

17 財 産 収 入 418 0.4 236 220 0.2 33 △ 198 △ 47.4 △ 203

18 寄 附 金 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 0

19 繰 入 金 2,792 2.4 2,597 10,125 7.8 9,503 7,333 262.6 6,906

20 繰 越 金 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 0

21 諸 収 入 3,429 3.0 77 3,011 2.3 363 △ 418 △ 12.2 286

22 市 債 10,433 9.0 4,876 15,366 11.9 5,466 4,933 47.3 590

116,138 100.0 75,373 129,657 100.0 81,792 13,519 11.6 6,419

1 議 会 費 844 0.7 844 813 0.6 812 △ 31 △ 3.7 △ 32

2 総 務 費 9,043 7.8 7,550 9,713 7.5 7,871 670 7.4 321

3 民 生 費 47,287 40.7 21,796 49,978 38.5 23,234 2,691 5.7 1,438

4 衛 生 費 8,389 7.2 6,540 14,979 11.6 7,245 6,590 78.6 705

5 労 働 費 713 0.6 74 392 0.3 61 △ 321 △ 45.0 △ 13

6 農 林 水 産 業 費 1,695 1.5 1,223 1,670 1.3 1,195 △ 25 △ 1.5 △ 28

7 商 工 費 4,105 3.5 2,642 2,840 2.2 1,559 △ 1,265 △ 30.8 △ 1,083

8 土 木 費 10,133 8.7 5,951 9,526 7.3 6,693 △ 607 △ 6.0 742

9 消 防 費 3,737 3.2 3,664 3,963 3.1 3,603 226 6.0 △ 61

10 教 育 費 12,478 10.7 8,015 13,880 10.7 8,186 1,402 11.2 171

11 災 害 復 旧 費 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 0

12 公 債 費 16,817 14.5 16,178 21,078 16.3 20,508 4,261 25.3 4,330

13 諸 支 出 金 797 0.7 796 725 0.6 725 △ 72 △ 9.0 △ 71

14 予 備 費 100 0.1 100 100 0.1 100 0 0.0 0

116,138 100.0 75,373 129,657 100.0 81,792 13,519 11.6 6,419合 計

※平成25年度の当初予算額は、公債費平準化に伴う市債借換分（7百万円）を除いた額である。

合 計

款
平 成 24 年 度 平 成 25 年 度 比 較

歳 入

歳 出
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 一般会計・特別会計・企業会計の当初予算比較  
 

 
 
 特別会計・企業会計の市債現在高比較  
 

平 成 24 年 度 平 成 25 年 度

増減率
百万円 百万円 百万円 ％

一 般 会 計 172,159 170,071 △ 2,088 △ 1.2

宅 地 造 成 事 業 特 別 会 計 2,336 1,898 △ 438 △ 18.8

下 水 道 事 業 特 別 会 計 86,238 85,071 △ 1,167 △ 1.4

公 共 用 地 取 得 事 業 特 別 会 計 75 35 △ 40 △ 53.3

中 央 卸 売 市 場 特 別 会 計 4,561 4,313 △ 248 △ 5.4

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 3,288 3,188 △ 100 △ 3.0

母子寡婦福祉資金貸付金特別会計 39 35 △ 4 △ 10.3

駐 車 場 事 業 特 別 会 計 962 854 △ 108 △ 11.2

特 別 会 計 計 97,499 95,394 △ 2,105 △ 2.2

病 院 事 業 会 計 3,903 3,293 △ 610 △ 15.6

水 道 事 業 会 計 16,093 15,373 △ 720 △ 4.5

自 動 車 運 送 事 業 会 計 825 738 △ 87 △ 10.5

企 業 会 計 計 20,821 19,404 △ 1,417 △ 6.8

総 計 290,479 284,869 △ 5,610 △ 1.9

会 計 名
比 較

 

平 成 24 年 度 平 成 25 年 度

増減率
百万円 百万円 百万円 ％

一 般 会 計 116,138 129,657 13,519 11.6

競 輪 事 業 特 別 会 計 12,818 12,991 173 1.3

国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 31,363 34,126 2,763 8.8

宅 地 造 成 事 業 特 別 会 計 393 1,063 670 170.5

下 水 道 事 業 特 別 会 計 10,809 10,343 △ 466 △ 4.3

公 共 用 地 取 得 事 業 特 別 会 計 42 41 △ 1 △ 2.4

中 央 卸 売 市 場 特 別 会 計 815 812 △ 3 △ 0.4

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 366 344 △ 22 △ 6.0

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 23,053 23,595 542 2.4

母子寡婦福祉資金貸付金特別会計 107 101 △ 6 △ 5.6

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 2,788 2,832 44 1.6

駐 車 場 事 業 特 別 会 計 351 344 △ 7 △ 2.0

特 別 会 計 計 82,905 86,592 3,687 4.4

病 院 事 業 会 計 14,872 14,674 △ 198 △ 1.3

水 道 事 業 会 計 10,086 8,730 △ 1,356 △ 13.4

自 動 車 運 送 事 業 会 計 3,383 2,937 △ 446 △ 13.2

企 業 会 計 計 28,341 26,341 △ 2,000 △ 7.1

総 計 227,384 242,590 15,206 6.7

比 較
会 計 名
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 当初予算編成時における年度末基金残高見込み比較  

 
 

増減率

青森市財政調整積立金 2,264 1,677 △ 587 △ 25.9

青森市市債管理基金 4,530 2,266 △ 2,264 △ 50.0

その他特定目的基金 5,823 5,231 △ 592 △ 10.2

青 森 市 公 共 施 設 整 備 基 金 1,114 1,114 0 0.0

青 森 市 社 会 福 祉 事 業 基 金 347 347 0 0.0

青森市スポーツ活動振興基金 51 49 △ 2 △ 3.9

青 森 市 ふ れ あ い の 森 林
造 成 事 業 基 金

2 2 0 0.0

青 森 市 大 井 青 少 年 育 成
事 業 基 金

291 277 △ 14 △ 4.8

青 森 市 図 書 整 備 基 金 2 2 0 0.0

青 森 市 雪 の ま ち 基 金 70 70 0 0.0

青森市文化芸術活動振興基金 3 13 10 333.3

青 森 市 地 域 振 興 基 金 3,655 3,058 △ 597 △ 16.3

青森市学校施設耐震化基金 287 287 0 0.0

青 森 市 学 校 施 設 整 備 基 金 1 1 0 0.0

青 森 市 元 気 都 市 あ お も り
応 援 基 金

11 11 -

定額基金 116 116 0 0.0

青 森 市 土 地 開 発 基 金 116 116 0 0.0

12,733 9,290 △ 3,443 △ 86.1

475 475 0 0.0

1 0 △ 1 ―

367 206 △ 161 △ 43.9

13,576 9,971 △ 3,605 △ 26.6

※　斜体表記部分が、本市における財源調整のための３基金として区分している。

注：各年度とも前年度決算剰余金の処分による財政調整積立金への積立を見込んでいない。

総　　　　　　　　計

青 森 市 競 輪 事 業 運 営 調 整 基 金

一 般 会 計 合 計

青 森 市 国 民 健 康 保 険 事 業
財 政 調 整 基 金

青 森 市 介 護 保 険 給 付 費 準 備 基 金

（単位：百万円、％）

会  計  名 ２４年度 ２５年度
比　較
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平成２５年度当初予算における係数上の特徴 （各年度当初予算比較） 

 

 

【予算規模】 

一般会計予算規模は、新市移行後最大規模（H20 年度以降、5年連続で増加） 

   新市移行後、初めての骨格予算 

 

【一般財源総額】  

・ 財源調整のための基金（財政調整積立金、市債管理基金）の取崩し額を差し引

いた一般財源総額が前年度より減少 

       H24 72,875 百万円  H25 72,804 百万円  比較  △71 百万円 

  

・ その一方で、歳出に必要な一般財源は増加 

       H24 75,373 百万円  H25 81,792 百万円  比較 6,419 百万円   

  

 

【基金（財政調整のための３基金）】  

・ 取崩し額  新市移行後最高額           8,988 百万円 

    ※土地開発公社貸付財源措置分除いた取崩し額    5,221 百万円 

 

【市債残高】 

・ 一般会計の残高(臨時財政対策債除く)は、新市移行後最少額  

128,727 百万円(臨時財政対策債含まない) 

                      （ピーク:H21  153,451 百万円） 

・ 特別会計を含む全会計の残高は、新市移行後最少額     

 284,869 百万円 

                      （ピーク:H21  301,972 百万円） 

 

【義務的経費】 

  ①人件費   定員管理計画に基づく職員の減などにより、H22 年度から 4 年連続

で減少 

  ②扶助費   中核市への移行や景気低迷による社会保障費の増加に伴い、毎年度

増加傾向 

  ③公債費   H19 年度以降、7年連続で増加 

         （土地開発公社健全化影響分約 37 億円を除いても増加） 

 

【普通建設事業】 

   新市移行後最大                    17,687 百万円 

     ※国の経済対策に基づく補正予算関連事業費を加えた額 18,814 百万円 

 
 



(単位：千円) 25年度 24年度 比較

① 構成比 ② 構成比 ① - ② 増減率 区分 25年度 24年度 増減 ① 構成比 ② 構成比 ① - ② 増減率 ③ ④ ③ - ④

千円 % 千円 % 千円 % 1 ～ 12 款 66,423,486 67,544,314 △1,120,828 千円 % 千円 % 千円 % 千円 千円 千円

1 市 税 34,614,972 26.7 34,278,740 29.5 336,232 1.0 臨時財政対策債 5,465,778 4,875,698 590,080 1 議 会 費 812,604 0.6 844,468 0.7 △31,864 △3.8 811,906 843,794 △31,888

2 地 方 譲 与 税 877,315 0.7 919,491 0.8 △42,176 △4.6 競輪事業繰入金 100,000 100,000 0 2 総 務 費 9,713,525 7.5 9,043,240 7.8 670,285 7.4 7,870,756 7,550,144 320,612

3 利 子 割 交 付 金 60,438 0.0 63,821 0.1 △3,383 △5.3 宅造会計繰入金 414,415 0 414,415 3 民 生 費 49,977,962 38.5 47,287,466 40.7 2,690,496 5.7 23,234,334 21,795,610 1,438,724

4 配 当 割 交 付 金 19,108 0.0 14,963 0.0 4,145 27.7 財 産 収 入 32,754 235,893 △203,139 4 衛 生 費 14,979,054 11.6 8,388,898 7.2 6,590,156 78.6 7,244,812 6,539,622 705,190

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 2,838 0.0 4,084 0.0 △1,246 △30.5 寄 附 金 1 1 0 5 労 働 費 391,946 0.3 713,467 0.6 △321,521 △45.1 60,753 74,264 △13,511

6 地 方 消 費 税 交 付 金 2,924,086 2.3 3,181,672 2.7 △257,586 △8.1 繰 越 金 1 1 0 6 農林水産業費 1,670,039 1.3 1,694,596 1.5 △24,557 △1.4 1,194,697 1,223,340 △28,643

7 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 23,838 0.0 23,394 0.0 444 1.9 諸 収 入 362,165 77,054 285,111 7 商 工 費 2,840,419 2.2 4,105,403 3.5 △1,264,984 △30.8 1,559,197 2,642,000 △1,082,803

8 自 動 車 取 得 税 交 付 金 160,360 0.1 174,494 0.2 △14,134 △8.1 そ の 他 5,005 42,481 △37,476 8 土 木 費 9,525,901 7.3 10,132,579 8.7 △606,678 △6.0 6,693,606 5,950,624 742,982

9 国有提供施設等所在市助成交付金 5,038 0.0 5,038 0.0 0 0.0 小 計 72,803,605 72,875,442 △71,837 9 消 防 費 3,962,586 3.1 3,736,890 3.2 225,696 6.0 3,603,199 3,664,189 △60,990

10 地 方 特 例 交 付 金 141,097 0.1 148,409 0.1 △7,312 △4.9 10 教 育 費 13,879,858 10.7 12,478,250 10.7 1,401,608 11.2 8,185,661 8,014,814 170,847

11 地 方 交 付 税 27,543,165 21.2 28,676,512 24.7 △1,133,347 △4.0 11 災 害 復 旧 費 1 0.0 1 0.0 0 0.0 1 1 0

12 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 51,231 0.0 53,696 0.0 △2,465 △4.6 合計 81,791,911 75,372,859 6,419,052 12 公 債 費 21,077,942 16.3 16,816,605 14.5 4,261,337 25.3 20,508,126 16,177,982 4,330,144

13 分 担 金 及 び 負 担 金 1,586,156 1.2 1,620,590 1.4 △34,434 △2.1 ※土地開発公社健全化分(3,767,473千円)を除くと5,220,833千円 (21,085,242) (16.3) (16,816,605) (14.5) (4,268,637) (25.4) (0) (0) (0)

14 使 用 料 及 び 手 数 料 1,836,843 1.4 1,788,390 1.5 48,453 2.7 ※地方交付税の内訳:普通26,473,165千円、特別1,070,000千円 13 諸 支 出 金 724,863 0.6 796,475 0.7 △71,612 △9.0 724,863 796,475 △71,612

15 国 庫 支 出 金 25,800,777 19.9 22,968,108 19.8 2,832,669 12.3 ○財源調整のための基金残高 (単位：千円) 14 予 備 費 100,000 0.1 100,000 0.1 0 0.0 100,000 100,000 0

16 県 支 出 金 5,288,619 4.1 5,144,890 4.4 143,729 2.8 区　　分 25年度当初 24年度当初 増減 129,656,700 100.0 116,138,338 100.0 13,518,362 11.6 81,791,911 75,372,859 6,419,052

17 財 産 収 入 219,746 0.2 417,740 0.4 △197,994 △47.4 財政調整積立金 1,676,836 2,264,441 △587,605 (129,664,000) (116,138,338) (13,525,662) (11.6) (81,791,911) (75,372,859) (6,419,052)

18 寄 附 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0 市 債 管 理 基 金 2,265,611 4,529,878 △2,264,267

19 繰 入 金 10,124,532 7.8 2,792,156 2.4 7,332,376 262.6 公共施設整備基金 1,113,813 1,113,893 △80 ※公債費に土地開発公社健全化分(3,767,473千円）を含んでいる

20 繰 越 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0 計 5,056,260 7,908,212 △2,851,952

21 諸 収 入 3,010,961 2.3 3,428,950 3.0 △417,989 △12.2 ○市債残高 (単位：千円)

22 市 債 15,365,578 11.9 10,433,198 9.0 4,932,380 47.3 年度 25年度当初 24年度当初 増減

(15,372,878) (11.9) (10,433,198) (9.0) (4,939,680) (47.3) 市 債 残 高 170,070,884 172,158,638 △2,087,754

129,656,700 100.0 116,138,338 100.0 13,518,362 11.6 ※土地開発公社健全化のための貸付金を除く

(129,664,000) (116,138,338) (13,525,662) (11.6)

125,889,227 116,138,338 9,750,889 8.4

比　較

8,988,306 2,497,417 6,490,889
一般財源不足額
（基金繰入金）

歳 入 合 計
※（　）は、公債費負担の平準化のための借換分
  （H24:0千円、H25:7,300千円）を含んでいる

※土地開発公社健全化影響分差引 ※繰入金に土地開発公社健全化分(3,767,473千円）を含んでいる

平成２５年度　一般会計　歳入歳出事項別明細書

歳 出 合 計

款 25年度
一般財源の比較

24年度 24年度 比　較款 25年度

　

　

 歳　　入  歳　　出
一般財源内訳

性質別明細書

節別明細書
比較(C)

(A) 構成比 (B) 構成比 (A-B)

千円 % 千円 % 千円 %
111,969,203 86.4 105,831,321 91.1 6,137,882 5.8

13,720,771 10.6 13,807,789 11.9 △87,018 △0.6

37,209,622 28.7 36,259,505 31.2 950,117 2.6

21,077,942 16.3 16,816,605 14.5 4,261,337 25.3

72,008,335 55.5 66,883,899 57.6 5,124,436 7.7

13,460,143 10.4 13,300,951 11.5 159,192 1.2

2,867,392 2.2 2,591,405 2.2 275,987 10.7

13,392,768 10.3 13,394,617 11.5 △1,849 0.0

9,540,604 7.4 8,157,919 7.0 1,382,685 16.9

56,223 0.0 54,636 0.0 1,587 2.9

960 0.0 1,000 0.0 △40 △4.0

542,778 0.4 1,346,894 1.2 △804,116 △59.7

100,000 0.1 100,000 0.1 0 0.0

17,687,497 13.6 10,307,017 8.9 7,380,480 71.6

17,687,496 13.6 10,307,016 8.9 7,380,480 71.6

11,077,173 8.5 6,280,281 5.4 4,796,892 76.4

単 独 事 業 費 5,859,049 4.5 3,189,616 2.7 2,669,433 83.7

125,603 0.1 119,676 0.1 5,927 5.0

625,671 0.5 717,443 0.6 △91,772 △12.8

0 0.0 0 0.0 0 －

1 0.0 1 0.0 0 0.0

0 0.0 0 0.0 0 －

129,656,700 100.0 116,138,338 100.0 13,518,362 11.6

失 業 対 策 費

合 計

そ の 他

災 害 復 旧 費

国直轄事業負担金

県 営 事 業 負 担 金

普 通 建 設 事 業 費

補 助 事 業 費

そ の 他

投 資 的 経 費

投 資 及 び 出 資 金

貸 付 金

繰 出 金

積 立 金

維 持 補 修 費

補 助 費 等

義 務 的 経 費 計

物 件 費

公 債 費

消 費 的 経 費

人 件 費

扶 助 費

増減率性 質 名 称
25年度 24年度

（単位：千円）

104,120,269 110,934,000 106,983,100 111,370,200 113,319,000 113,941,500 116,138,338 129,656,700

対前年度伸率（合計） △5.8％ 6.5％ △3.6％ 4.1％ 1.7％ 0.5％ 1.9％ 11.6％

3月補正後現計

107,136,674 108,508,933 107,485,342 125,394,812 119,609,958 117,532,683 124,721,130

※公債費負担平準化のための借換分を含まない（年度別は、以下の通り） 対前年度現計伸率 4.0％
　H18　当初予算額：15,474,731千円、決算額：15,468,500千円
　H19　決　算　額：　  471,600千円
　H20　当初予算額：  1,056,900千円、決算額：  1,051,300千円
　H21　当初予算額：  1,449,800千円、決算額：  1,095,800千円
　H22　当初予算額：     227,000千円、決算額：　　　　    0千円
　H23　当初予算額：  　170,500千円、平成24年度は無し
　H25　当初予算額：  　 　7,300千円

※H21に一般会計への特別会計の統合を実施しているため、統合後の数値となっている

【参考】 （単位：百万円）

79,686,024 82,908,808 83,061,340 88,548,000 92,299,200 92,411,600 90,333,900 92,611,500

△3.0％ 4.0％ 0.2％ 6.6％ 4.2％ 0.1％ △2.2％ 2.5％

83,150,800 83,126,100 83,401,400 82,555,700 82,126,800 82,505,400 81,870,000 81,910,000

△0.7％ △0.0％ 0.3％ △1.0％ △0.5％ 0.5％ △0.8％ 0.1％

水準超経費を除く 81,660,800 80,776,100 80,951,400 81,275,700 81,476,800 81,785,400 81,220,000 81,160,000

対前年度伸率 △1.3％ △1.1％ 0.2％ 0.4％ 0.3％ 0.4％ △0.7％ △0.1％

722,100 717,000 707,800 691,200 692,300 692,800 707,500

△2.6％ △0.7％ △1.3％ △2.3％ 0.2％ 0.1％ 2.1％

25年度

25年度23年度

24年度

24年度

23年度区　　分

区　　分

対前年度伸率

決 算 額 ( 歳 出 ）

地 財 計 画

対前年度伸率

青 森 県

国

対前年度伸率

20年度

19年度

19年度

18年度

18年度

20年度

当 初 予 算 額

21年度

21年度

22年度

22年度

当初予算額の推移

節 名 称 25年度① 24年度② 増減①－②

千円 千円 千円

報 酬 725,608 650,069 75,539
給 料 5,990,641 5,984,480 6,161
職 員 手 当 等 4,993,645 5,048,027 △54,382
共 済 費 2,217,593 2,327,074 △109,481
災 害 補 償 費 121 161 △40
恩 給 及 び 退 職 年 金 2,124 2,124 0
賃 金 719,579 736,275 △16,696
報 償 費 152,411 165,119 △12,708
旅 費 105,127 101,586 3,541
交 際 費 2,961 3,011 △50
需 用 費 3,862,400 3,902,553 △40,153
役 務 費 461,238 434,686 26,552
委 託 料 13,270,928 9,983,000 3,287,928
使 用 料 及 び 賃 借 料 1,195,327 1,653,555 △458,228
工 事 請 負 費 11,877,116 6,588,904 5,288,212
原 材 料 費 63,000 66,312 △3,312
公 有 財 産 購 入 費 139,582 369,000 △229,418
備 品 購 入 費 310,254 271,474 38,780
負担金補助及び交付金 16,066,893 15,929,371 137,522
扶 助 費 35,390,713 34,474,310 916,403
貸 付 金 542,778 1,350,983 △808,205
補償補填及び賠償金 553,096 769,393 △216,297
償還金利子及び割引料 21,309,473 17,006,116 4,303,357
投 資 及 び 出 資 金 960 1,000 △40
積 立 金 56,223 54,636 1,587
公 課 費 6,305 7,200 △895
繰 出 金 9,540,604 8,157,919 1,382,685
予 備 費 100,000 100,000 0

計 129,656,700 116,138,338 13,518,362



平成25年度

(単位：千円・％）

25年度 24年度 比較①－② 25年度 24年度現計 24年度当初
① ② ③ ④ ⑤ ⑦

一 般 会 計 129,664,000 116,138,338 13,525,662 11.6

 （借換分を除いたもの） (129,656,700) (116,138,338) (13,518,362) (11.6) 170,070,884 169,291,804 779,080 0.5 168,391,238 1,679,646 1.0

 （更に公社分を除いたもの） (125,889,227) (116,138,338) (9,750,889) (8.4) 【170,070,884】 【173,059,204】 【△2,988,320】 【△1.7】 【172,158,638】 【△2,087,754】 【△1.2】

競 輪 事 業 特 別 会 計 12,991,085 0 12,818,242 0 172,843 0 1.3 -

国民健康保険事業特別会計 34,126,130 3,163,856 31,362,656 2,012,876 2,763,474 1,150,980 8.8 57.2

宅 地 造 成 事 業 特 別 会 計 1,063,126 0 393,284 0 669,842 0 170.3 - 1,898,535 2,393,099 △ 494,564 △ 20.7 2,336,275 △ 437,740 △ 18.7

下 水 道 事 業 特 別 会 計 10,343,241 1,664,901 10,809,078 1,490,942 △ 465,837 173,959 △ 4.3 11.7 85,070,564 86,252,953 △ 1,182,389 △ 1.4 86,237,505 △ 1,166,941 △ 1.4

公共用地取得事業特別会計 41,365 41,365 42,205 42,205 △ 840 △ 840 △ 2.0 △ 2.0 35,000 75,000 △ 40,000 △ 53.3 75,000 △ 40,000 △ 53.3

中 央 卸 売 市 場 特 別 会 計 811,933 235,194 815,168 233,651 △ 3,235 1,543 △ 0.4 0.7 4,313,087 4,549,809 △ 236,722 △ 5.2 4,560,708 △ 247,621 △ 5.4

農業集落排水事業特別会計 344,316 186,039 365,976 220,032 △ 21,660 △ 33,993 △ 5.9 △ 15.4 3,188,129 3,291,322 △ 103,193 △ 3.1 3,288,221 △ 100,092 △ 3.0

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 23,594,657 3,316,449 23,053,432 3,250,785 541,225 65,664 2.3 2.0

母 子 寡 婦 福 祉 資 金 貸 付 金
特 別 会 計

101,245 4,906 106,699 7,019 △ 5,454 △ 2,113 △ 5.1 △ 30.1 34,972 34,972 0 0.0 39,659 △ 4,687 △ 11.8

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 2,831,877 774,912 2,788,132 747,473 43,745 27,439 1.6 3.7

駐 車 場 事 業 特 別 会 計 343,641 152,982 351,062 152,936 △ 7,421 46 △ 2.1 0.0 853,834 961,754 △ 107,920 △ 11.2 961,752 △ 107,918 △ 11.2

特 別 会 計 合 計 86,592,616 9,540,604 82,905,934 8,157,919 3,686,682 1,382,685 4.4 16.9 95,394,121 97,558,909 △ 2,164,788 △ 2.2 97,499,120 △ 2,104,999 △ 2.2

病 院 事 業 14,674,486 1,600,612 14,872,410 1,600,207 △ 197,924 405 △ 1.3 0.0 3,293,217 3,880,853 △ 587,636 △ 15.1 3,902,753 △ 609,536 △ 15.6

水 道 事 業 8,729,595 8,236 10,085,640 7,464 △ 1,356,045 772 △ 13.4 10.3 15,372,436 15,456,826 △ 84,390 △ 0.5 16,092,549 △ 720,113 △ 4.5

自 動 車 運 送 事 業 2,937,011 724,863 3,382,827 796,475 △ 445,816 △ 71,612 △ 13.2 △ 9.0 738,337 756,228 △ 17,891 △ 2.4 825,227 △ 86,890 △ 10.5

242,597,708 11,874,315 227,385,149 10,562,065 15,212,559 1,312,250 6.7 12.4

総 計 (242,590,408) (11,874,315) (227,385,149) (10,562,065) (15,205,259) (1,312,250) (6.7) (12.4) 284,868,995 286,944,620 △ 2,075,625 △ 0.7 286,710,887 △ 1,841,892 △ 0.6

(238,822,935) (11,874,315) (227,385,149) (10,562,065) (11,437,786) (1,312,250) (5.0) (12.4) 【284,868,995】 【290,712,020】 【△5,843,025】 【△2.0】 【290,478,287】 【△5,609,292】 【△1.9】

※ 一般会計については、平成25年度に公債費負担平準化のための借換分(7,300千円)及び土地開発公社健全化分(3,767,473千円）を含んでいる。 ※【　】は、土地開発公社健全化のための平成24年度までの貸付金（満期一括償還）を含んでいる。

※ 競輪事業特別会計については、平成24・25年度において一般会計への繰出金100,000千円を予算計上している。
※ 宅地造成事業特別会計については、平成25年度において一般会計への繰出金414,415千円を予算計上している。

19,403,990△ 2.9企 業 会 計 合 計 26,341,092 2,333,711 28,340,877

⑥

2,404,146 △ 1,999,785 △ 70,435 △ 7.1 △ 689,91720,093,907

(B)

繰入金
増減率 繰入金

一般･特別･企業会計調書（会計規模及び市債現在高）

区  分
繰入金

会  計  名
(③/②*100)

(⑥/⑤*100)

比較④－⑤
市債現在高（年度末）

繰入金
増減率

比較④－⑦
⑧ 増減率(C/B*100)

C(A-B)(A)

20,820,529 △ 1,416,539 △ 6.8

(⑧/⑦*100)

△ 3.4




